平成６年第５回島田市議会定例会　平成６年９月１２日・１３日本会議

１．環境問題について

　　(1) 今、世界の都市づくりの目標はエネルギ－の転換と交通沈静化（トラフィックカーミング）だと断定する理論が市民権を得てきている。つまり、環境共生型都市像である。エネルギーの転換というのはエネルギー消費の少ない暮らしをしていくことと、環境を汚染しないクリーンな自然のエネルギーを利用していくことである。また、交通沈静化とは、都市の中から自動車優先の思想を排していき、公共交通や徒歩、自転車の方が効率的な交通手段になるように都市づくりをしていくことである。島田市では総合計画の１９９６年から２００６年までの後期計画を策定中であり、近々できあがることになっている。この計画では、島田市の都市像を明らかにし「２００６年には、このようなまちをつくりますよ」と市民に提示するものであるしかし、２００６年に計画どおりのまちがつくられたとしても、その時点ですでに時代にそわないまちになっていたとしたら、市民の汗の結晶である税の不当な使途とみなされる恐れもある。今、島田市においては、３０年前につくられた計画を実施しているのが現実である。従って、この後期計画も５０年、１００年先にも通用する都市像を市民に提示しなければならない。その核となる考え方が、エネルギーの転換とトラフィックカーミングだといえる。それを実現させる環境共生型都市像というのは言い換えれば当り前の自然環境を当り前に取り入れたまちづくりともいえる。

　　　　そこで、

　　　1)　この理論に対する市長の見解と後期計画にはこの考え方が反映されるかどうか伺う。

　　　2)　反映する意思があるとみなして、この環境共生型都市像を具体化する手法はどのようなものがあると考えているか伺う。

　　(2) (1)の総合計画後期計画を待たずとも、地球環境と共生するためにすぐにでも取り組める事例が相当ある。公共の建物にすぐ取り入れられるものとして、太陽熱利用、ソーラー発電、コジェネレーション、雨水貯留、雨水浸透ます、中水道、壁面緑化、周辺緑化など様々にある。また、地域全体で取り組めるものとして合併処理浄化槽設置がある。

　　　1)　南部学校給食共同調理場を初めこれから建設される保健センターや市営住宅にこれらの手法を取り入れる計画はあるのか伺う。特に市営住宅に関しては建設省が政策として環境共生型住宅づくりを推奨しているが、その政策の補助制度はどうなっているか。また、この制度を利用して、まず、六合地区に環境共生型の市営住宅をつくっていく考えはあるのか、ないのか伺う。

　　　2)　地域全体で環境浄化のできるものとして、一般家庭での合併処理浄化槽設置が注目されているが、市内の水の流れを豊かで清浄なものにするためにも、今以上に合併処理浄化槽設置を推奨する計画はあるのか、ないのか伺う。例えば、モデル地域をつくって普及促進していくとか、具体的な手法を示してもらいたい。

　２．保健センターについて

　　(1) 保健センターの建設の計画が着々と進められているが、このセンターの機能の中の母子保健について伺う。

　　　1)　市長はハンディキャップを持った子供に対して

　　　　Ａ　早期発見………早期施設収容型をめざしているのか。

　　　　Ｂ　早期発見………地域で生活できるようフォローするノーマライゼーション型をめざしているのかどちらか。

　　　2)　このセンターで母子保健関係をすべて市で担うことになるようであるが、設置する機能はどのようなものか。

　　　　　あさひ学園や保育園、幼稚園との連携など、具体的構想を示されたい。

　　　3)　医師、心理判定員、理学療法士、作業療法士や保健婦の増員などの人材とその財源問題をどうクリアーしていくのか伺う。

1994年6月15日　一般質問

* 地方分権論における環境問題について
◯３番（津田恵子君）　今回、この質問通告書を提出しまして、１週間、虚脱感でなかなかその後の文章がつくれなかったんです。その理由を考えてみました。

　まず第１に、私がこの議場に立つ最大の目的はゴルフ場建設阻止でした。これがさきの６月議会で森議員の質問に対する当局の答弁で、ゴルフ場開発問題は年内に決着をつけるという言葉が出てきました。ゴルフ場計画はつぶれたんだと理解すると同時に、私の闘争心が一挙になえてしまいました。

　ゴルフ場計画がつぶれた理由は、経済情勢の変化と自然破壊に対する社会の厳しい批判を受けて、国や県が開発規制をしたことによるものです。私が、この壇上で反対を訴えた結果だと主張するほど傲慢ではありません。しかし、乱開発や自然破壊を拒否する社会情勢をつくり上げた一つとして、私や仲間たち、そしてゴルフ場建設反対の署名をしてくださった 5,000余名の島田市民の力もあったことを、市の当局の皆さんには記憶しておいていただきたいなと思います。

　それからもう一つ虚無感の理由は、私がこの壇上で13回質問してきました。しかし当局の答弁が理解しがたい表現で語られ、かつ実行されないもので、むなしさばかりが蓄積しています。14回目を踏み出す力がつかないのです。か弱い質問になるかもしれませんが、一応頑張ってやってみたいと思います。

　まず第１に環境問題です。今世界の都市づくりの目標がエネルギーの転換と交通沈静化、これを英語でトラフィックカーミングというそうですが、これだと断定する理論が市民権を得てきています。つまり環境共生型都市像です。エコロジーシティとか自然にやさしいまちづくりとかいう表現をされる場合もあります。エネルギーの転換というのは、エネルギーの消費の少ない暮らしをしていくことと、環境を汚染しないクリーンな自然のエネルギーを利用していくことです。

　また交通沈静化ということは、都市の中から自動車優先の思想を排していき、公共交通や徒歩、自転車の方が効率的な交通手段になるようにまちづくりをしていくことです。

　ドイツのフライブルクとかスイスのチューリッヒとかオランダのデルフト市とかがよく事例に挙げられます。でも日本も横浜とか金沢とか、部分的にこの手法を取り入れている都市もふえてきました。

　島田市では総合計画の1996年から2006年までの後期計画を今策定中であり、近々でき上がることになっていると思います。この計画では島田市の都市像を明らかにして、2006年にはこのようなまちをつくりますよと、市民に提示するものです。しかし2006年に計画どおりのまちがつくられたとしても、その時点で既に時代に沿わないまちになっていたとしたら、市民の汗の結晶である税の不当な使途とみなされるおそれもあるわけです。

　今島田市において、現に30年前につくられた計画を実施していますね。したがって、この後期計画というものは50年、 100年先にも通用する都市像を市民に提示しなければならないと考えます。その核となる考え方がエネルギーの転換とトラフィックカーミングだと言えるのです。それを実現させる環境共生型都市像というのは、言いかえれば当たり前の自然環境を当たり前に取り入れたまちづくりとも言えると思います。

　そこで、1)この理論に対する市長の見解と後期計画にはこの考え方が反映されるかどうかを伺います。2)反映する意思があるとみなしまして、この環境共生型都市像を具体化する手法はどのようなものがあると考えているかを伺います。

　２、１の総合計画後期計画を待たずとも、地球環境と共生するためにすぐにでも取り組める事例が相当あります。公共の建物にすぐ取り入れられるものとして、太陽熱の利用、ソーラー発電、コジェネレーション、雨水貯留、雨水浸透ます、中水道、壁面緑化、周辺緑化などさまざまにあります。また地域全体で取り組めるものとして、合併処理浄化槽設置の普及もあります。

　1)南部学校給食共同調理場を初め、これから建設される保健センターや市営住宅にこれらの手法を取り入れる計画があるかを伺います。特に市営住宅に関しては、建設省が政策として、環境共生型住宅づくりを推奨していますが、その政策の補助制度はどうなっているかお伺いします。また、この制度を利用して、まず六合地域に環境共生型の市営住宅をつくっていく考えがあるかないかを伺います。

　2)地域全体で環境浄化のできるものとして、一般家庭での合併処理浄化槽設置が注目されていますが、市内の水の流れを豊かで清浄なものにするためにも、今以上に合併処理浄化槽設置を推奨する計画があるのかないのかを伺います。例えばモデル地域をつくって普及促進していくとか、具体的な手法を示してもらいたいと思います。

　２番目の保健センターについてお尋ねします。

　なぜ今回保健センターの母子保健についての機能を重要視し、質問するかというと、こんな声が届いたからです。ダウン症の赤ちゃんを出産したお母さんが、退院後相談したいことがあり、市の窓口に来られたそうです。そうして窓口で、ダウン症の子供を産んだんですがと言ったところ、返ってきた言葉は「それで」の一言だったそうです。若いお母さんが悩みながら行政に助けを求めたとき、それであなたは市に何をしろと言うのですかというような態度で接しられたと感じたとおっしゃっています。

　その若いお母さんが訪ねた窓口が、保健や福祉の担当でなかったのかもしれません。しかし、そのお母さんは、島田市役所を何と冷酷なところだと感じたそうです。そこで、私はこのような若いお母さんが抱いているいろいろな不安を取り除くためにも、今計画されている保健センターが担う役割は大きなものになると考えています。

　そこで、まず市長のハンディキャップを持った子供に対する考え方をお尋ねしたいと思います。Ａ、早期発見して、早期施設収容型を目指しているのか。また、Ｂ、早期発見して、地域で生活できるようフォローするノーマライゼーション型を目指しているのかどちらですか、お尋ねします。

　2)このセンターで母子保健関係をすべて市で担うことになるようですが、新しく設置する機能などはどのようなものなのでしょうか。あさひ学園や保育園、幼稚園との連携など具体的な構想を示していただきたいと思います。

　3)医師や心理判定員、理学療法士、作業療法士や保健婦の増員などの人材とその財源問題をどうクリアしていくのかも具体的にお伺いしたいと思います。

　　　〔市長　岩村越司君登壇〕

◯市長（岩村越司君）　津田議員の御質問にお答えをいたします。

　まず環境問題について幾つかのお尋ねがございました。環境共生都市への見解、後期計画への反映等々のお尋ねに対してお答えを申し上げたいと思います。

　近年環境保全の観点から、都市政策のあり方の見直しが始まっておりまして、我が国でも環境庁のエコポリス構想や建設省都市局のエコシティ構想などが提唱されてきております。エコポリス構想のコンセプトは、人と環境が共生する都市、つまりエコポリスの創造を目指しておりまして、環境に配慮したまちづくりを進める計画でありまして、まず環境に負担をかけず、自然を活用し、エネルギーの循環などを図り、都市の活動を環境にやさしいものにしていこうという取り組みであります。

　またエコシティの都市像については、平成４年12月議会におきまして、津田議員の御質問にもお答えをしたとおり、省エネルギーと緑化に重点を置いた都市整備の新ビジョンでありまして、安全、快適で豊かな環境を実現するため、社会資本の整備や適正な土地利用の推進を図りつつ、自然との共生を進め、環境への負荷を軽減し、ゆとりある都市空間の整備を図ろうというものであります。

　このような都市政策を考える中で、エネルギーの利用につきましては、石油を中心とした化石エネルギーの資源枯渇、またその大量消費が地球規模での環境汚染、特に大気汚染の元凶となっていることなどからも、化石エネルギーからクリーンエネルギーへの転換は促進されるべきものであると考えております。

　また、都市交通問題については、増加する自動車交通による従来の騒音、振動といった問題から、有限資源である化石燃料の消費の抑制、排気ガスの二酸化炭素による地球温暖化防止といった新たな地球環境問題として語られることが多くなりまして、自動車交通を抑制し、都市交通を沈静化させることは、環境にやさしく、人間のリズムに合ったゆったりとしたまちづくりを進めるためにも必要なものであると理解をいたしております。

　沈静化の具体策としては、徒歩、自転車、公共交通機関の利用を広げ、住民が日常生活を営む地区につきましては、道をでこぼこやジグザグにしたりすることによりまして、自動車を低速運転にさせるなど、自動車中心の交通体系を見直すもので、欧米では既にコンセンサスを得てきております。このように環境と共生した環境にやさしいまちづくりは、昨今の環境問題に対する関心の高まりを考えても、今後の当市のまちづくりに必要なものでございまして、環境汚染の未然防止、自然保護、アメニティの確保をポイントとして、市民の生活の質を高めるよう努力をしていきたいと考えております。

　後期計画への反映についてのお尋ねがございましたが、自然との共生は時代の要請でもございます。これからのまちづくりの基本コンセプトとして欠かすことができないものでございますので、総合計画の後期計画の中に配慮をしてまいりたいと思っておるところであります。

　次に、環境共生型都市像を具体化する手法についてのお尋ねがございました。自然との共生思想はヨーロッパ、とりわけドイツ語圏におきまして興隆しつつある新しい思想でありまして、幾つかの試行錯誤が繰り返されているものの、日本も含めて世界的にはまだ萌芽状態にあるというふうに考えております。

　環境共生型都市像を具体化する手法についてのお尋ねがございましたが、論ずるは易く行うは難しの典型的課題であろうというように理解いたしておりまして、極めて難しい問題であると考えます。

　また、この問題は個人から国や自治体、ひいては地球レベルでの取り組みに至るものでありまして、一個人、一自治体のレベルで論じることができない性格のものでもあります。環境先進国ドイツにおきましては、自然との共生のためのさまざまな試行がなされております。その中でも、ドイツの環境共生型都市代表にも選ばれたフライブルク市では、大気汚染の元凶でもあり、エネルギー消費の大きい自動車を町の中心部から締め出しまして、かわりにエネルギー消費が少なく、空気も汚さない路面電車と自転車を市民の足とするトラフィックカーミングに成功しておりますし、メタンガスを利用した地域エネルギーシステムも導入をしております。

　我が国におきましても、太陽光利用、廃熱利用、省エネルギー住宅の普及、コジェネレーションシステムの研究など、環境への負荷が少ないエネルギー利用や公園、緑地の緑化ばかりでなく、屋上や壁面緑化によるヒートアイランドの緩和、都市下水整備、雨水利用、透水性舗装などによる水循環への配慮、省資源を目指した各種リサイクル施策などが試行をされておりますが、これらをシステム化した総合的環境共生型都市づくりはほとんどなされていないのが現状であります。

　このような中で、国は平成５年度環境共生モデル都市といたしまして、いわき市など６都市を指定をいたしました。未利用エネルギーを活用した地域冷暖房システムの設計費、緑化、透水性舗装の整備を伴う公開緑地などの設計費整備費、地域レベルでの水再利用システムの設計費などに対して、補助や融資などを行っておりますので、市町村レベルにおける取り組みモデルとして、今後の成果をぜひ見守ってまいりたいと、そのように思っております。

　今後の市の取り組みにつきましては、現在力を入れて取り組んでおりますごみ減量、資源リサイクル運動などを継続し、強化していくとともに、今後ごみ焼却場や市庁舎などの建てかえの際には、廃熱利用システムや冷暖房効率のよい省エネシステム、クリーンなソーラーシステム──市民プールで一部利用いたしておりますけれども、ソーラーシステムなどを積極的に取り入れていきたいと考えております。

　また、河川工事などにおいては、できるだけ生物に配慮した近自然工法を採用するとともに、大規模な開発が行われる場合には、代替措置として、調整池のビオトープ化などについても配慮してまいりたいと考えております。

　そのほか景観に配慮したまちづくりや車中心道路ばかりでなく、老人や子供が安心して歩ける歩行者、自転車専用道路整備などについても、将来課題として考えてまいりたいと思っております。

　いずれにいたしましても、この問題は足元から地球規模に及ぶ問題でありますので、シンク・グローバリー・アクト・ローカリー、地球規模で考え、地域で実行する、地球規模で考え、足元から実行するという考え方で、できることから取り組んでまいることが大切ではないかと、このように思っております。

　次に、具体的なお尋ねがございました。

　南部学校給食共同調理場につきましては、既に御承知のように設計も終わりました。工事に着手をいたしておりますが、環境に配慮した点といたしましては、油脂分離つき合併処理槽や雨水浸透ますを設置をいたします。そのほか建設予定地にございます樹木も、できるだけ現状のまま活用をいたしまして、周辺緑化に努めるよう計画をいたしております。

　また調理場内で発生する生ごみや残飯等につきましても、生ごみ処理機を導入して堆肥化を図りまして、これを学校花壇などに利用をする計画となっております。

　現在計画中であります、仮称でございますけれども、保健福祉総合施設の建設に当たりましても、島田市建築物に関する福祉環境整備基準によりまして、障害者や高齢者にとって安全でやさしい施設づくりを基本として考えております。環境保全のための整備につきましても、取り入れられるものがあれば、この中で検討をしてまいりたいと思っております。

　次に、市営住宅についてでありますが、建設省の環境共生住宅に関する施策といたしまして、環境への負担を低減するモデル性の高い住宅団地の建設や啓発普及の推進を目的とした環境共生住宅市街地モデル事業、環境共生に関する基本方針やモデル住宅の建設に関する計画策定の推進を目的とした環境共生住宅建設推進事業、この２つの事業がございます。

　公営住宅の補助制度といたしましては、今のところ省エネルギー対策としての断熱材の施工程度しか、実は補助制度はございませんけれども、公営住宅の建設においても、環境に配慮した取り組みが必要であるということは認識をいたしているところであります。しかし一方で、公営住宅は住宅に困窮する低所得者に対して、低廉な家賃で賃貸することを目的としたものでございまして、受益者負担を原則としているため、入居者の家賃負担は極力軽減をしたいと考えておりますので、大規模なソーラー施設などの導入は、この費用が結果として家賃にはね返りますと、入居者の負担増につながりかねません。

　このため通風、採光を考慮した建物配置や間取り、雨水浸透ますなど入居者の家賃負担に配慮した中で、今後建設する市営住宅に取り入れてまいりたいと、そのように思っております。

　次に浄化槽についてのお尋ねがございましたが、この問題につきましては担当部長からお答えを申し上げさせます。

　次に保健センターについて幾つかのお尋ねがございました。

　まず、ハンディキャップを持った子を早期に発見することは早期に適切な対応ができるということでありまして、その子の将来にとって非常に重要なことであると思っております。そうしたことから、早期発見のために、市が行います６カ月、１歳、１歳６カ月健診、そして医療機関と保健所で行います４カ月、10カ月、３歳児健診と、一連の相談健診事業の中で、その早期発見に努めているところであります。

　ちなみに平成５年度におきましては、１歳６カ月で要注意対象児とされた子供が44人となっております。しかし、成長過程にあります乳幼児期は、健常児とハンディキャップを持った子との区別がななかなつきにくく、対応には困難な点も多くございます。毎日の生活をともにしている御家族の判断が非常に大切になるかと思いますので、御家族と行政が連絡をとり合って、ハンディキャップを持った子を支援する体制づくりが重要であり、またその努力を機会をとらえて実施をしてまいりたいと、このように考えているところであります。

　施設収容型かノーマライゼーション型かというお尋ねがございましたけれども、二者択一ということではないと考えております。ハンディキャップを持った子にとって、その時期にどのような対応をすることが一番適切かを判断をいたしまして、個々に対処をすることが大事なことだと思っております。

　次に、母子保健関係についてのお尋ねがございました。地域保健法がこの６月、本年６月国会で成立をいたしまして、住民に身近な活動である母子保健活動は、市町村の役割として位置づけられました。これまでも、先ほど申し上げましたように乳児健診、６カ月児相談あるいは１歳児相談、１歳６カ月健診などは、そうしたことは市が一連の活動として行ってまいりましたけれども、平成９年度にはそれらに加えまして、４カ月児、10カ月児、３歳児健診なども市の事務となる予定であります。

　当然その活動の拠点は、今回提案してお願いいたしております（仮称）保健福祉総合施設の保健部門ということになろうかと思っております。この中には、相談や健診を行うための乳幼児相談室、幼児の行動を観察するための観察室、乳幼児のおもちゃや絵本、育児書を展示、貸し出しするおもちゃ図書館、予防接種室などを設置する計画でおります。

　保育園、幼稚園などのような通園施設ではございませんけれども、曜日を決めるなどいたしまして、広く一般に公開し、子供同士が遊んだり、お母さん方とも触れ合いの場として御利用いただく考えもございます。またいつでも気軽に悩み事を相談することができる窓口の開設、指導者の常駐などの内容の充実も図っていきたいと思っているところであります。また市内の各保育園や幼稚園とも連携をいたしまして、共通の悩みを抱えるお母さん方が学習をする場の提供も考えていきたいと思っております。

　またマンパワーの確保についてのお尋ねがございましたけれども、現在母子保健事業は医師会、歯科医師会、市民病院などの御協力を得まして事業を実施しておりまして、今後についても引き続き御協力が得られるものと思っておりますので、当面の人材確保については問題はないと認識をいたしております。

　財源につきましても、法改正等によりまして、当然市町村負担も生じてまいりますけれども、国・県からの財政的な支援、当然あるものと考えております。

　次に保健婦の確保につきましては、平成６年７月に示されました厚生省の人口規模別保健婦配置の目安では、平成11年度における人口５万人未満の市町村では７人、人口10万人未満の市町村では13人ということになっておりまして、島田市が現在７万 5,000人で９人ということでありますので、おおよそ厚生省の目安に照らし合わせても、ほぼ職員の確保はできているのではないかというように思っております。しかし今後の高齢、少子化に備えて、老人保健活動、母子保健活動は増加が予想されます。そうした中で、事業の委託やあるいは嘱託や臨時職員での対応、また現定数の中での工夫、そうしたことを状況を見ながら検討してまいる必要があろうかと思っております。

　以上であります。

　　　〔民生部長　天野价右君登壇〕

◯民生部長（天野价右君）　２の２番であります浄化槽の設置を推奨する計画はあるかないか、この御質問について、担当の方からお答え申し上げます。

　議員の御指摘にもありますように、合併処理浄化槽はきれいな水質として排出されますので、個々の家庭からの排出対策としては有効な手法の一つでございます。当市でも平成３年度から補助事業を推進してきておりますが、年々設置基数も増加しておりまして、その効果も上がっておるというように感じております。推奨する計画につきましては、平成６年３月議会におきまして、永田金市議員からも御質問をいただいているところでありますが、本年度より県における合併処理浄化槽整備事業費補助交付要綱が改正をされまして、補助対象が拡大されましたので、この点を含めまして、現在の補助金交付制度の見直しの作業を行っているところでございます。

　次にモデル地域をつくっての普及促進についての御質問でございますけれども、合併処理浄化槽の設置の効果的な事業の推進につきましては、モデル地域の指定などが考えられるわけでありますけれども、河川は通常支川から本川へと流れておりまして、一河川の指定地域も広域的なものになります。また、島田市の河川は、本川までの流れが大変複雑化している状況もございまして、ある地域を指定しても、広域的に見れば効果的な面で疑問も残るところもございます。

　したがいまして、市民の皆様が一人でも多く利用できますよう、合併処理浄化槽設置補助制度の見直しを進めまして、普及促進を図ってまいりたいというように考えております。

　以上、お答え申し上げました。

◯３番（津田恵子君）　環境共生型の都市づくりに関して、市長はいまだ萌芽状態であり、言うはかたく実施は難しい、見守っていきたいというような表現をされました。

　私、この前も６月議会にも申し上げたんですが、市長の施政方針で地方主権とまで語られたからには、見守っていって、周りみんながやったから、ぼつぼつ島田市もしましょうかという姿勢では困るのです。この萌芽状態のときにこそ島田市の位置づけとして、環境共生型都市づくりに取り組んでもらいたいと思います。

　私、よく他府県へ行きまして、島田市から来ましたと言いますと、下田市と間違えられるんです。伊豆は温泉があっていいですねとか言われます。次に三島市と間違えられるんです。島田と三島は似ているのかもしれませんけれども、それで柿田川のある水のきれいなところですねと言われる、いやいや、そうではなくてと説明から入らなければならないんですが、ことしの夏にたまたま２カ所のところで、島田から来ましたと言いましたら、ああ、大井川の横ですね、島田市は「島田物語」と「しまだ未来21」という総合計画書で有名ですねと言われたんです。これは全く別個の会議で、関東の方と関西の方なんですけれども、この「島田物語」と「しまだ未来21」の計画書については、企画会社などから全国的に評価をされていますよと言われて驚きました。しかし、その後に、あの計画が実施されればいいんだがねという言葉も続きましたが。

　そこで、私も再びこの２冊を読み返しました。1985年につくられた計画で、1994年、現在何が実施され、何が実施されなかったかを検証し直してみたんです。そこで明らかになったのが、この「島田物語」の中に、既にエコロジー型の都市像が位置づけられていたんですよね。ページ88ページ、ローカルプラントととして水力発電、風力発電、ソーラーシステム、ページ 103には、その図も描かれています。ページ 148には小規模分散型下水道、これは少し意味合いが違いますけれども、合併処理浄化槽の普及以前の話ですので、これを置きかえることができると思います。河川改修方法の工夫、雨水利用、屋上緑化、別のページには、中水道の利用まで書かれてあります。

　私が大上段に構えて、世界の都市づくりはと云々するよりも、ここに書いてあることを実行してくださいと言えばよいだけなんですよね。実行されるかどうか、もう一度お尋ねします。

　言うはかたく実施は難しいというのは、書くのはやさしかったけれども、やるのは難しいんですよって市長がおっしゃるのかどうかお聞きしたいと思います。

　それから、具体的に給食センターは設計が終わった段階だとおっしゃいましたが、せめて温水器ぐらいは乗せていただけないでしょうか。あの島田市の温水プールが温水器を乗せてあるんですから、この工事はさほど変更を要しないと思いますので、提案をします。

　次に、保健センターには取り入れられるものがあれば取り入れていくということですが、これはさっき、今私が質問したとおり、実施をしていくつもりがあるならば、まずここからスタートができると思いますので、もう一度答弁をお願いします。

　そして環境共生型市営住宅に関してですが、経費が高くなるので家賃に──言うは易し、済みません。言うのは簡単やけれども、するのはしんどいですよということで、ちょっといい間違えたらしいんですけれども、訂正します。

　市営住宅で、工事費が高くなって、家賃の負担が大きくなりますよという説明が市長からありました。じゃどれぐらい工事費が多くなるのかという計算をなさったことがあるのでしょうか。今市営住宅ではありませんけれども、小金井市で環境共生の集合住宅をつくっている設計士の方にお会いしました。この方が計算しますと、補助制度を受けながらつくることによって、３％ぐらいの建設費がアップで済むと。この３％を環境に負荷を与えないとして、後世代の人々へのプラスの費用と考えれば、この３％は家賃の負担にはね返るような金額ではないという試算をされています。

　それから、私がこの六合あたりでいかがですかと提案したんですが、六合に計画されている用地は市営住宅だけではなくて、分譲住宅もというような説明があったように記憶しています。市営住宅に無理ならば、じゃあ分譲住宅、あのエリア全体を１つの環境共生の場所として、島田市の都市のグレードを上げるいい機会だと思うものですから、そのあたり全体を共生型地域として取り組んでみられる気持ちがないかどうかをもう一度お尋ねします。

　それから、前後しますが、公共交通に関して、トラフィックカーミングについてなんですけれども、自動車のスピードを落とさせるとか、自転車や歩道を充実させるとかという表現で説明されましたが、公共的な交通を考えないかということで、これはさきの６月議会で澤脇議員から「高齢化社会では公共交通が必須となる。市電車やジプニーなどを走らすつもりはないか」と質問されました。市長は、市電は法的に難しいが、ジプニーは検討する必要があると答弁されたと記憶しています。

　私はジプニーが具体的にどういうものか知りませんが、それがソーラーとか、あるいはそのほかのクリーンなエネルギーを使ったものなら大賛成です。６月に検討を始められたことを９月にどうなりましたかと聞くのもなんですから、公共交通の検討の中に、６月に答えられた検討の中に、クリーンエネルギーを基本にしたものというものをつけ加えて検討していただけるかどうかを質問します。この検討結果が大体いつごろ出るのかを聞かせていただきたいと思います。

　それから、保健センターについてですが、子供たちにさまざまな工夫がなされ、盛りだくさんの設備が、この保健センターに盛り込まれるということで、すごく喜んでいます。おもちゃ図書館も入るとか、そのほかのお母さんたちの研修の場所もつくっていただけるとか。

　１つ、私が質問しましたあさひ学園との関連についての答弁がなかったものですから、それをどのように考えていられるかをつけ加えて聞かせていただきたいと思います。それには言葉の教室とか子供のリハビリ室とか、若いお父さんやお母さんたちのカウンセリングの部屋とか、そういったものを、私は備えつけてもらいたいなと思うものですから、その辺いかがでしょうか。

　例の市長がおっしゃったように、平成６年に厚生省からの保健関連の法律が変わって、厚生省では医療と福祉と保健の一体化ということですので、市長の説明どおり市民病院のスタッフと万全の協力体制をしいて、この保健センターを充実していただきたいなと思います。

　それから、先ほどおもちゃ図書館とか、いろいろ子供たちのために設備をつくるとおっしゃいましたが、この計画の絵はいつごろできるのか、またここで、言うのは簡単やけど、つくるときは、えらい経済的に大変になったからやめますよという状況になったんでは困りますので、この構想は大体いつごろからできるのかを明らかに聞かせていただきたいと思います。

◯市長（岩村越司君）　再質問の方が難しいようなお尋ねがございましたので、すべてについてお答えできるかどうかわかりませんが、私から気がついた点についてお答えを申し上げたいと思います。

　まず環境共生都市、先ほどもお答え申し上げましたように、システムとしてそのようなものがまだ確立されていないというように私は理解をいたしておりまして、そうした意味で萌芽状態という表現をしたわけでございまして、ただ個別にはソーラーシステムであるとか、風力発電であるとか水力発電であるとかいうようなものについての取り組みは、それぞれなされているというように理解をいたしております。

　また、そうしたものについて島田市の現在の総合計画の中で既に触れられているということでございましたですけれども、例えば河川の改修方法につきましては、何回かお尋ねがございましたように、近自然型の工法等も既に取り入れをいたしておりますし、先ほどもお答え申し上げましたが、ソーラーシステムにつきましては、市営プールにつきましては導入をいたしております。これは温水器というか、ソーラーシステムと言った方がよろしいかと思います。

　そうした意味で、可能なものについては手を着けているというように私自身は理解をいたしております。

　それから水力発電につきましては、かつての経過も私もわかりませんですけれども、市内にある河川を利用して、可能性の調査についてはやったというように記憶いたしております。

　それから給食施設についての温水器の御提案もございました。議決をいただいている予算の中で可能かどうか、その辺につきましては担当の方で検討をいたさせています。

　それから保健福祉施設につきましては、先ほど申し上げましたように、これから実は本議会に設計の予算をお願いをしているところでございまして、これからお認めいただければ作業に入るわけでございますので、そうした中で御指摘がありましたようなものにつきましては、可能なものについては取り組んでみたいというお答えを申し上げたわけでございます。

　それから市営住宅につきましての家賃についてのお尋ねがございましたけれども、具体的に現在まだ設計をいたしたわけではございません。市営住宅の建てかえ計画が具体的に動いているケースはまだ多くはございませんので、そうした意味で具体的な設計等をいたしておりませんので、どの程度になるかということは申し上げられませんけれども、少なくとも事業費がふえれば、当然家賃にはね返るわけでして、旭町にできました県営住宅につきましても、既に第一種住宅で、５万3,000 何ぼという家賃設定がなされておりますから、当然それ以上になるだろうというふうに思いまして、そうしたことと兼ね合わせて、そうしたことは研究すべきことだろうと思います。

　また六合の用地についてのお尋ねがございましたけれども、六合の用地をどのようにするかということは、今後いろんな方々の御意見を聞いて検討していく問題でございますけれども、既に東大津等の島田都市開発株式会社が分譲いたしました分譲住宅につきましても、例えば修景等についての協定等も結びまして、そうした意味で環境との配慮をした住宅分譲もいたしているわけでございまして、個々の団地開発に当たりましては、当然そうしたことを考えていくべきだろうと思いますし、既に考えて行っているところであります。

　それから、公共交通についてのお尋ねがございました。公共交通の事業者が市ではございませんので、具体的にどうこうするというお答えは大変難しいわけでございますけれども、現在のところでは、公共交通機関をいかにして現状のまま確保するかということの方が大事なことでございまして、新たに公共交通機関を設けるということ自身については、今後の問題だろうというふうに理解をいたしております。

　それから、保健福祉総合施設についてのお尋ねがございましたけれども、あさひ学園は児童福祉施設でございまして、今回建設を予定いたしておりますのは保健センター機能を持ったものでございますので、当然機能的には別個のものでございます。しかし、そういう意味では連携というのは十二分に図らなくてはならないと思っております。それから設計につきましては、先ほども申し上げましたように、今回議会に予算をお願いしているところですので、それからお認めいただければ設計にかかるということになります。当然これ以降ということになろうかと思います。

　蛇足でございますけれども、三島市は柿田川という御発言がございましたが、柿田川は清水町でございます。

◯３番（津田恵子君）　柿田川が清水町にあるのか、三島市にあるのか、全国的に受け取る人々の感じが、三島と言えば柿田川となってますよというお話をしただけです。細かいことを御指摘いただきましてありがとうございます。

　環境共生型の住宅について、システムとしては確立されていないが、近自然工法も取り入れていきますよ、またソーラーシステムとして温水プールに設置しましたよ、取り組んでいますよと、１つや２つ例に挙げられて、やっているように言われるのもちょっと情けない気がします。

　この環境共生のまちづくりに関しては、実は火物議員が何度も提言なさっておられます。省エネや省資源型社会の構築として質問なさっていられます。また澤脇議員も、92年６月議会では、環境都市を提言なさいました。そのときの当局の答えは、「太陽熱などのクリーンエネルギーの利用、交通体系の改善、公共交通機関の利用、省資源、リサイクルの促進など有効な対策の啓発に努めていきたいと考えております。また二酸化炭素を減少させるには、有効な方法は植物による吸収でございますので、緑化の推進を強力に図ってまいりたい」、こういうような、議場で議員が何度も質問をし、当局もそれに答えている。そして、こういう総合計画にきちっと位置づけられているということですので、市長もぼつぼつ何度か申しましたように、環境都市宣言をまずしていただいて、まだ日本できちっと取り組まれていない環境都市について、島田市は先進都市として取り組みますよという姿勢を表明していただきたいと思いますので、もう一度お尋ねしたいと思います。

　それから、合併処理浄化槽の普及に関してですが、これは部長の方の説明でもありましたように、永田議員が３月議会で質問されています。１つの例として、大阪府の能勢町というところの話をさせていただきたいと思います。

　この町は 3,000世帯の大阪の北の方に当たる農村地帯なんですが、ここで 1,000世帯合併処理浄化槽を設置しています。これ補助金制度なしなんです。どうしてこんなことができるのかといいますと、市が指導していったんですよというお話でした。このときに、１つそちらのデータを見てちょっと考えたことがあるんですが、電気代を含んで年間の管理費が４万円と書かれてありました。永田議員の質問に答えて、島田市内での管理費が６万 4,000円ですと答弁なさっていられるんです。これちょっと高いような気がしますので、周辺市町村及び県外の管理費と比較をしてもらい、この管理費の高さが普及のネックになっていないかどうか、調査していただきたいなと思います。

　それから、市長に環境都市宣言をしていただくというのが最後の私の望みなんですが、保健センターに関してですが、あさひ学園は違うシステムの中で、でも連携を図っていきますというお話でしたが、一番最初のノーマライゼーションのところで、その子に応じて、その事例に応じて的確に対応するということで、なるほどそうだと思います。しかし、ハンデキャップを持った子供さんが、この地域に根ざして、この場所で生活をしたい、この場所で保育園へ行きたい、ここで学校へ行きたいといったときに、できない状況があるということも幾つか聞きます。

　これは物理的環境とか精神的環境が整っていないから、やむなく施設というんですか、専門的な施設の方を選択せざるを得ないという状況もあると聞いていますので、父母が望んだとき、地域において生活ができるような体制をとる、つまり物理的環境や精神的環境を整えるのは一体だれの責任なのだとお考えか、市長にお尋ねして終わりたいと思います。

◯市長（岩村越司君）　先ほど申し上げましたように公共交通機関を、当面バックしないような形で確保することが、今市内での問題だろうと、そうした努力をいたしておるところでありまして、新たな公共交通機関の確保ということについては、大変至難のわざだろうと思っております。

　それから、環境都市宣言、御提言として承っておきます。

　それから合併処理浄化槽につきましては、まさにこれは民間ベースのお話でございまして、廃棄物処理業として許可を持っている業者が、直接管理を個別に契約で実施をいたしていることだろうと思います。そのことについて、直接市からとやかくということは申し上げられませんが、調査が可能かどうか、少し勉強をしてみたいと思います。

　それから、保健福祉センター関連でお尋ねがございましたけれども、ハンデキャップを持った子供が就学をするというようなケースにつきましては、養護学校へ行くケース、あるいは収容施設へ行くケース、収容施設内の学校へ入校するケース、いろいろあろうかと思います。

　現実の問題として、地域の普通学級に進みたいというようなことから、物理的な環境が必要になれば、当然市としては対応すべきことだろうというように思っております。

　以上であります。
